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� はじめに

本論文は、新上五島町における居宅介護（介護予防）、地域密着型介護

（介護予防）１）及び施設介護などの介護サービス体制整備の現状と課題を主

題としたものである。

まず、介護財政上の問題である。離島地域では、今後一層の人口の高齢

化が、進展することが予想される。これは、高齢者の長寿化や地域の少子

化といった要因だけでなく、活動世代の都市部への人口移動といった、経

済・社会的な要因も存在するためである。その結果、介護保険においても、

被保険者の介護ニーズの状況や高齢者を取り巻く社会的な状況により、介

護保険の本人負担や第１号保険者の保険料について一層の負担増加につな

がる恐れがある。

次に、介護のサービス体制に関してである。新上五島町などの離島では、

都市部に比べ高齢者の絶対的な人数が少なく、多くの場合分散して居住し

ているため、多くの民間業者にとっては、利益を得にくい構造となってい

る。そのため、新上五島町のような地域の被保険者は、ニーズに十分適応

した介護体制の整備が困難になるのではないかという懸念が存在する。離

島など条件不利地域では、一般に、介護サービスにおいても規模の経済が

機能せず、都市部に比べ介護コストが割高となり、民間事業者が利益を上
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げにくい状況にあり、結果として、そのような地域においては介護コスト

が割高となり、さらには被保険者の負担も割高になる危険性がある。同時

に、市場規模が少なく、民間の事業者にとっては、収益があげにくく、参

入がメリットが少ないように思われる。

加えて、新上五島町では、平成の大合併を経験しており、保険者の面積

が拡大することで、介護サービスの利用者に対する影響についても注目す

る。

そこで、本論文では、『介護保険事業状況報告（年報）』など既存の統計

データに加え、町へのヒアリングを行ったとき入手した資料等を活用し、

各サービスの現状を過去の経緯について分析を行い、主に全国（計）のデー

タ、長崎県及び県内の保険者のデータとの比較で新上五島町の現状と課題

を明示した。

また本論文では、第１号被保険者を主に研究の対象としている。特に、

記述がない場合は、第１号被保険について述べている。

� 新上五島町を取り巻く状況

１ 新上五島町の地理的状況など町の概要

新上五島町は、有川町、上五島町、若松町、新魚目町、奈良尾町の５町

が平成１６年８月１日に合併したことにより誕生した。

この新上五島町は、九州、長崎県の西端にあり、新上五島町の北部には

北松浦郡小値賀町、南部は五島市の間に存在する。７つの有人島と６０の無

人島からなっている島しょである。町の面積は２１３．９７�と県内郡部では最

大の面積で、市を含めても県内でも上位に位置する。他方で、人口は、２２，０７４

人（平成２２年国勢調査）であることから、町の人口密度は１０３．２人と県内

町村でも低い水準にある。

また町の財政・経済状況として、地方税収の規模や、財政の強さを示す

同町の財政力指数は０．２８２である。この財政力指数の値は、県内各自治体

長崎県立大学経済学部論集 第４５巻第４号（２０１２年）
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表１ 長崎県下自治体の６５歳以上の総人口に占める割合
（％）

高齢化率 高齢化率
長崎市 ２４．８８ 長与町 １８．９７
佐世保市 ２５．５５ 時津町 １８．３９
島原市 ２９．２４ 東彼杵町 ３０．５１
諫早市 ２３．３１ 川棚町 ２５．０９
大村市 １９．９９ 波佐見町 ２５．５３
平戸市 ３３．１７ 小値賀町 ４３．４２
松浦市 ２９．９２ 佐々町 ２１．６０
対馬市 ２９．４６ 新上五島町 ３３．４４
壱岐市 ３１．８０ 県計 ２５．８８
五島市 ３３．３４ 市部計 ２６．１５
西海市 ３１．９６ 郡部計 ２３．６４
雲仙市 ２８．８１
南島原市 ３２．２８

（資料）平成２２年国勢調査市町別年齢別人口
（平成２２年１０月１日現在）

の平均的な値が０．３８７であることから、あまり高い値とは言えないものの、

県内における他の離島地域にある自治体（市も含めて）の中では最も高い

財政力指数の値である。

２ 高齢化率などの状況

新上五島町の人口における老齢人口（６５歳以上人口）の割合（高齢化率）

は、平成２２年１０月国勢調査で３３．４％である。この値は、長崎県全体２５．９％、

全国２２．９％（平成２２年国勢調査速報集計値）と比較しても非常に高い。

また新上五島町の高齢化率は、平成１３年３月の値が２５．４％であることか

ら、約１０年でおよそ８％ポイント増加している。この人口に占める高齢者

人口の割合は、旧町間でも大きく異なっており、最も低い上五島町が２９．５％

に対して、町内南部に位置する旧奈良尾町は４０．４％と高い。（表２参照）

また、人口問題研究所の２０３５年における新上五島町の推計では、人口は、

１２，８０４人と約半数になり、高齢化率は４９．８％と町の人口の半数が高齢者に

なると予想されている。２）

新上五島町における介護保険運営の現状と課題
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表２ 新上五島町の人口、高齢化率
（人、％）平成２２年３月値

新上五島町 旧若松町 旧上五島町 旧新魚目町 旧有川町 旧奈良尾町

人口 ２３，２１０ ３，５３６ ６，４７７ ４，２０１ ６，３２２ ２，６７４

６５歳以上人口 ７，６１２ １，２４９ １，９１０ １，３４３ ２，０２９ １，０８１

高齢化率％ ３２．８ ３５．３ ２９．５ ３２ ３２．１ ４０．４

（出所）新上五島町提供資料

表３ 全世帯に占める第１号被保険者のいる世帯の割合

全世帯に占める第１号
被保険者のいる世帯の
割合（％）

全世帯に占める第１号
被保険者のいる世帯の
割合（％）

全国計 ４０．７７ 長与町 ３４．２４

県 計 ４６．８３ 時津町 ３４．４５

佐世保市 ４５．３５ 東彼杵町 ６２．００

諫早市 ４４．２０ 川棚町 ４９．４２

大村市 ３７．３２ 波佐見町 ５７．００

平戸市 ６３．６１ 小値賀町 ６９．４８

松浦市 ５８．４６ 江迎町 ５４．７０

対馬市 ５１．３５ 鹿町町 ５９．０９

壱岐市 ６４．６７ 佐々町 ４２．４４

五島市 ５０．８０ 新上五島町 ５６．１０

西海市 ５９．４４ 島原地域広域市町村圏組合 ６０．７０

（資料）・第１号被保険者のいる世帯については、『介護保険事業状況報告（年報）』中の「第
１表 保険者別第１号被保険者のいる世帯数」より作成。

・世帯数については、『平成２０年長崎県異動人口調査年間集計結果報告（平成２１年１
月１日）』の世帯数を利用した。

また、保険者内の世帯のうち、第１号被保険者がいる割合は、５６．１０％

と半数以上の世帯で第１号保険者（６５歳以上）がいることとなる。またこ

の割合は、高齢化割合同様、全国の水準、県内の水準と比較しても、非常

に高い。（表３参照）

� 新上五島町における介護保険の概要

�で述べたように新上五島町は、条件不利地域にあり、財政的な余力も

長崎県立大学経済学部論集 第４５巻第４号（２０１２年）
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表４ 新上五島町の出現率推移
（年度、％）

２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７ ２００８

全国計 １５．１２ １５．７０ １６．１３ １５．８９ １５．９１ １５．９８

新上五島町 １５．６０ １６．５０ １６．６５ １６．２８ １６．５６ １７．１４

若松町 １２．９５

上五島町 １６．６２

新魚目町 １８．１１

有川町 １６．６６

奈良尾町 １２．２９

注）認定者出現率は第１号被保険者の認定者人数を第１号被保険者で割ったもの。
２００３年度の新上五島町の出現率は旧町の加重平均。

（資料）厚生労働省『介護保険事業状況報告（年報）』各年度版により作成。

表５ 旧町別の出現率の推移（平成２２年度）

新上五島町 旧若松町 旧上五島町 旧新魚目町 旧有川町 旧奈良尾町

出現率（％） １７．８ １６．０ １９．１ １９．３ １７．９ １５．６

注：認定者は第２号被保険者も含む値を利用。
（出所）新五島町提供資料。

十分あるとは言えず、加えて老齢人口比率は高い。そこで新上五島町にお

ける公的介護保険の運営の現状を以下で述べる。

１ 出現率について

まず、新上五島町における介護保険における認定者と６５歳以上の割合で

ある認定者出現率についてみる。同町の第２号保険者も含む認定者出現率

の推移は、はっきりと増加傾向がみられる（表４参照）。第１号被保険者

の認定者出現率は、全国の値が横ばいまたは微増であるのに対して、新上

五島町では増加傾向がみられる。また合併以前の旧町において、１号被保

険者における認定の割合はかなりの相違があったことが分かる。

２ 給付額について

次に、新上五島町の介護サービス利用に関する全般的な概要について以

下で述べる。

新上五島町における介護保険運営の現状と課題
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図１ 施設介護給付額と居宅及び地域密着型介護給付額の相関図
（千円）

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
注）原点にあるのは全国計の値。

図１は、第１号被保険者に関する居宅介護（介護予防）サービス、地域

密着型（介護予防）サービスおよび施設介護サービスの介護給付費（予防

給付費）３）を、それぞれ第１号被保険者の人数で割り、１人あたりの各費用

を計算し、長崎県内の保険者について相関図に表わしたものである。図は、

１号被保険者一人当たりの施設介護サービスの給付を縦軸に、また同じく

一人あたりの居宅介護サービス給付額と地域密着を足したものを横軸にし、

全国の値をＹ軸とＸ軸との交点にしたものである。そのため、図中第１象

限は、施設介護サービスと居宅及び地域密着型サービスの双方が、全国の

値より上回ることとなる。逆に、Ｙ軸において、原点（交点）より下側は

施設介護給付額が全国の値より低く、Ｘ軸では施設介護サービスと居宅及

び地域密着型サービス給付額が全国の値より下回ることとなる。

この図に新上五島町及び県内の各保険者について各象限にあてはめると、

新上五島町も含め県内多くの保険者が第１象限に位置しており、県内保険

者の多くが各給付額とも全国の額より高いこととなる。そして、施設、居

宅、地域密着それぞれのサービス給付額が高いことは、今後の介護保険運

長崎県立大学経済学部論集 第４５巻第４号（２０１２年）
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表６ 介護各サービスにおける第１号被保険者の給付額及び受給者の構成比
（％）

居宅 地域密着 施設

給付額 受給者 給付額 受給者 給付額 受給者

全国 ４９．２２ ７１．７１ ８．５０ ５．７８ ４２．２８ ２２．５１

長崎県 ４４．４０ ７０．４３ １５．９３ ９．２５ ３９．６８ ２０．３２

長崎市 ５０．０６ ７４．８８ １３．３７ ７．７１ ３６．５７ １７．４１

佐世保市 ３８．８８ ６６．１４ １９．５０ １２．８５ ４１．６１ ２１．０２

諫早市 ４４．５９ ７０．６８ １３．８４ ７．８１ ４１．５７ ２１．５１

大村市 ４７．７９ ６８．１１ ２０．０５ １２．５１ ３２．１６ １９．３９

平戸市 ４５．８４ ７２．３１ ６．８８ ３．８１ ４７．２９ ２３．８８

松浦市 ３７．５９ ６５．０６ １４．０１ ８．２２ ４８．３９ ２６．７２

対馬市 ４６．１９ ７１．３１ ７．９８ ４．２９ ４５．８３ ２４．４０

壱岐市 ５２．０３ ７６．１２ １．２６ ０．６５ ４６．７１ ２３．２３

五島市 ４２．５１ ６９．００ １９．５３ １０．７６ ３７．９６ ２０．２４

西海市 ３７．８４ ６８．８４ １７．０１ ９．０２ ４５．１５ ２２．１４

長与町 ５２．７１ ７５．１３ １３．２９ ７．４０ ３４．００ １７．４７

時津町 ５０．１５ ７４．０８ １９．４５ １０．５６ ３０．４０ １５．３７

東彼杵町 ４３．２３ ６９．５５ １６．０５ ８．６４ ４０．７２ ２１．８０

川棚町 ４３．６２ ６６．３０ １９．１７ １１．９３ ３７．２１ ２１．７７

波佐見町 ５３．９０ ７６．８８ １６．５３ ７．９２ ２９．５８ １５．２１

小値賀町 ３６．２０ ５９．６４ ９．５３ ６．２８ ５４．２７ ３４．０８

江迎町 ３３．３８ ６０．０９ １７．８５ １１．１９ ４８．７７ ２８．７２

鹿町町 ４９．１７ ７４．２１ １４．８１ ７．７５ ３６．０３ １８．０５

佐々町 ３８．４３ ６２．９９ １７．１２ １１．３３ ４４．４６ ２５．６７

新上五島町 ３４．４７ ５８．１１ １５．３４ １０．７９ ５０．２０ ３１．１０

島原地域広域市町村圏組合 ３９．２６ ６７．１１ ２１．５６ １１．６０ ３９．１８ ２１．２９

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』

営に大きな財政負担となる危険性があるので、より効率的な保険の運用が

必要となる。

次に、各介護サービスの給付額について以下でみていきたい。

表６は、居宅（介護予防）、地域密着型（介護予防）及び施設介護の各

サービスにおける給付額と受給者人数について、県内の保険ごとに構成比

をとったものである。この表は次のような特徴がみられる。

まず、地域密着型サービスの給付額及び受給者人数は、他の２つのサー

ビスのうち最も構成比が少ない。新上五島町についても同様の特徴がみら

新上五島町における介護保険運営の現状と課題
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れる。加えて、同町の費用の構成比は県内団体の中でも低く、地域密着型

の介護サービスについて積極的に拡大する必要があると思われる。

次に、居宅介護サービスについては、すべての団体で受給者の構成比の

割合が高く、介護保険におけるサービスの中心は、居宅介護サービスとい

える。ただ、新上五島町では、受給者の割合が小値賀町と並び非常に低い。

また給付額についても、多くの団体で３つの介護サービスのうちでもっと

も大きなシェアを占めている。

そして、施設介護サービスの受給者人数の割合は、居宅介護に次ぐ規模

で、２０％代が中心となっているが、新上五島町と小値賀町の２団体は受給

者の構成が３０％を超えている。また、３つの介護サービスにおける給付費

のシェアについては、長崎県内２１団体中８団体が、施設介護給付額が介護

給付費のなかで最大の値となっている。特に、新上五島町や小値賀町の施

設介護の給付費は給付費全体の５０％以上を占めている。これは、後に示す

が、一人あたりの施設介護の費用は高額となるため、今後の財政負担、介

護保険の運用に不安が残る。

さらに、各介護（介護予防）サービスの給付額についての、それぞれの

サービスの受給者人数で割ったものが表７である。それぞれ受給者一人あ

たりの給付額は、居宅介護サービスが７万円弱～１０万円弱、地域密着型サー

ビスが１９万円台～２５万円台、施設介護サービスが２３万円台～２５万円台と

なっており、地域密着型と施設介護サービスとは高額となることが分かる。

このうち、地域密着型は、現在、利用者が少ないことから、その結果、施

設介護の利用者が拡大するとなれば介護財政を逼迫させる危険性がある。

そのため、財政上の視点から考えると、介護サービスの受給者について、

施設介護から居宅介護サービスにシフトさせる必要がある。加えて、人生

の最後を自宅で迎えたいと考える高齢者も多いことから、施設から居宅介

護ということは、高齢者の希望にも叶うものである。そのため、家族、介

護者の負担が過重となることなく、在宅（居宅）での介護を進めること必

要となるものと思われる。
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３ 件数について

『平成２０年度介護保険事業状況報告（年報）』における「件数」（介護支

給の申請があった施設の件数）について、介護保険の居宅、地域密着型、

施設の各介護（予防）サービスについて、支援、介護の各団体で構成比に

ついて、県内各保険者間で比較したものが表８中の「サービス」である。

３つの介護（予防）サービスの構成比について、新上五島町では、居宅

介護の件数は他のサービスとシェアは最大になるものの、県内他の保険者

と比較すると最も低い値となっている。また、施設介護や地域密着型のサー

ビスの件数の構成比は、全国、県内の値と比較して高い。これは、地域密

表７ 受給者一人あたりの給付費
（円）

居宅 地域密着 施設

全国 ９２，０２４．１ １９７，１３２．３ ２５１，８３１．０

長崎県 ７９，６９５．４ ２１７，７３０．６ ２５０，９１８．６

長崎市 ７８，６６２．８ ２０４，０９２．１ ２４７，０９８．８

佐世保市 ７５，８００．２ １９５，７３７．７ ２５５，２８６．１

諫早市 ７９，３８２．５ ２２３，００４．６ ２４３，１２１．１

大村市 ９９，０６０．１ ２２６，３７６．５ ２３４，２０６．２

平戸市 ７７，９３２．５ ２２２，０００．０ ２４３，４５２．７

松浦市 ８０，５５３．７ ２３７，７７５．１ ２５２，４９０．６

対馬市 ７９，４３９．３ ２２８，０８１．３ ２３０，３８７．３

壱岐市 ８２，９８３．６ ２３５，０５８．３ ２４４，０３３．３

五島市 ７８，６８４．６ ２３１，８２８．２ ２３９，５３０．１

西海市 ６８，２３７．６ ２３４，１６２．５ ２５３，１２８．２

長与町 ９０，８８９．１ ２３２，６５９．４ ２５２，１１８．９

時津町 ８２，２８５．１ ２２３，９３８．９ ２４０，４４０．６

東彼杵町 ７８，２８５．５ ２３３，８８３．７ ２３５，２３３．２

川棚町 ９０，５８５．８ ２２１，２０３．０ ２３５，３３６．０

波佐見町 ８６，２２９．９ ２５６，７４４．９ ２３９，２１０．３

小値賀町 ９０，６５２．０ ２２６，６２６．１ ２３７，８３４．９

江迎町 ８２，０３４．３ ２３５，６４７．８ ２５０，７９８．３

鹿町町 ７９，２０７．８ ２２８，５５６．６ ２３８，６１７．４

佐々町 ８５，８１０．８ ２１２，４８８．５ ２４３，５７９．５

新上五島町 ８８，５５０．３ ２１２，１４５．３ ２４０，９７６．２

島原地域広域市町村圏組合 ７９，５８５．６ ２５２，８４４．８ ２５０，３９０．３

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
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着型については他の保険者に比べ積極的な運用が実施されているようであ

るが、居宅介護が低く、施設介護の割合が高いことは、施設介護の給付額

が高いことから、保険料の上昇といった可能性が生じる。

続いて、支援、介護度別の件数について介護度３、４、５の高度の件数

の構成比をみたのが表８中の「介護度」である。新上五島町の場合、介護

度が高いケースにおいて、居宅介護サービスの割合は相対的に低い傾向が

みられる。つまり、要介護度が高い利用者は、あまり居宅サービスが利用

表８ 介護サービス及び重度者の構成比
（％）

居宅 地域密着 施設

サービス 介護度 サービス 介護度 サービス 介護度

全国計 ８７．７６ ７６．４７ ２．５６ ３．１１ ９．６８ ２０．４２

長崎県 ８５．８５ ６３．２４ ４．５３ ７．０７ ９．６２ ２９．６９

長崎市 ８８．８１ ６９．１３ ３．５０ ６．２４ ７．６９ ２４．６４

佐世保市 ８２．０３ ５７．７４ ６．８５ ８．５３ １１．１２ ３３．７３

諫早市 ８５．７９ ６２．０８ ３．８７ ６．７２ １０．３４ ３１．２０

大村市 ８５．５３ ７２．６６ ５．８０ ７．８６ ８．６７ １９．４８

平戸市 ８７．７４ ６２．３４ １．７０ ２．１９ １０．５６ ３５．４８

松浦市 ８１．４１ ４９．３６ ４．４３ ６．７４ １４．１５ ４３．９０

対馬市 ８５．２３ ６０．２８ ２．２６ ２．９９ １２．５０ ３６．７３

壱岐市 ８９．４５ ７３．６２ ０．２９ ０．５９ １０．２６ ２５．７８

五島市 ８４．３３ ６０．９３ ５．５１ ７．７０ １０．１６ ３１．３８

西海市 ８４．３０ ５４．０３ ４．６３ ７．０８ １１．０７ ３８．８９

長与町 ８９．１４ ７０．５９ ３．２９ ６．３３ ７．５８ ２３．０９

時津町 ８８．０８ ７３．４０ ４．９８ ８．３２ ６．９４ １８．２９

東彼杵町 ８４．９９ ６３．３９ ４．２６ ６．７３ １０．７５ ２９．８７

川棚町 ８３．６３ ５８．９９ ５．７５ ８．２０ １０．６２ ３２．８１

波佐見町 ９０．１２ ７３．６７ ３．６２ ４．５０ ６．２６ ２１．８３

小値賀町 ７８．２８ ４９．３３ ３．４６ ２．４７ １８．２６ ４８．２１

江迎町 ７８．６７ ４０．７７ ６．０４ ７．４０ １５．２９ ５１．８２

鹿町町 ８７．０２ ５８．７０ ３．９２ ９．０５ ９．０６ ３２．２５

佐々町 ８０．６６ ４７．１９ ５．９９ ７．５０ １３．３５ ４５．３１

新上五島町 ７７．６６ ５３．３１ ５．８６ ８．０８ １６．４８ ３８．６０

島原地域広域市町村圏組合 ８３．６６ ５５．１１ ６．１５ １１．１５ １０．１８ ３３．７４

（資料）厚生労働省 『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
注）・「サービス」は３つの介護サービスの件数についての構成比を示している。
・「介護度」は各個別サービスについて介護度３、４、５の件数の合計値と全体の件数
の割合を示している。
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されていないこととなる。若年者、活動世代が島外に流出することで、高

齢者のみ世帯、高齢者夫婦のみ世帯など、家族内介護が期待できないこと。

加えて、深夜の介護など介護体制整備状況への課題も影響しているものと

思われる。「施設から在宅へ」というのが、介護保険においてひとつの目

的であったので、安心して、重度の要介護者であっても自宅で介護できる

ような体制整備が必要だと思われる。

４ 重度の利用者の状況

特に、３つの各サービスについて介護度３以上の重度の介護者の人数と、

表９ 各介護サービスにおける重度介護受給者の割合
（％）

施設 地域密着 居宅

全国計 ４２．８１ ７．３０ ４９．８９

長崎県 ４７．４１ １３．９４ ３８．６５

長崎市 ４２．８４ １３．９１ ４３．２４

佐世保市 ４７．７１ １５．７４ ３６．５５

諫早市 ５０．６８ １２．２８ ３７．０５

大村市 ３９．１１ １７．２４ ４３．６５

平戸市 ５７．１９ ５．３４ ３７．４７

松浦市 ５９．２６ １０．４７ ３０．２７

対馬市 ５４．４４ ５．５１ ４０．０５

壱岐市 ５１．１３ １．２１ ４７．６６

五島市 ４９．１５ １３．８２ ３７．０２

西海市 ５４．６３ １２．８０ ３２．５７

長与町 ４１．４６ １３．１０ ４５．４３

時津町 ３２．６７ １７．４３ ４９．９０

東彼杵町 ４５．４２ １４．００ ４０．５８

川棚町 ４７．０７ １５．２６ ３７．６７

波佐見町 ３８．７９ １１．８４ ４９．３６

小値賀町 ６７．１６ ３．４７ ２９．３７

江迎町 ６０．５０ １３．５６ ２５．９５

鹿町町 ５４．６６ １４．９２ ３０．４２

佐々町 ５５．９１ １４．１３ ２９．９６

新上五島町 ５４．００ １４．４４ ３１．５５

島原地域広域市町村圏組合 ５０．１８ １８．５８ ３１．２５

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
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各サービスの受給者総数との割合についてみたものが表９である。新上五

島町における重度の介護受給者の割合については、施設介護サービス受給

者の割合が高く、全国の値よりも１０％ポイント以上も高い。また、地域密

着型についても同じく全国の値よりも大きい。他方で、居宅介護サービス

の割合は全国の値より２０％ポイントほど低く、重度の受給者にも、介護コ

スト問題もあるので、安心して活用できるような居宅サービスの充実が必

要だと思われる。

５ 保険料及び介護特別会計について

� 保険料基準額の推移

新上五島町における第１号保険者の保険料基準額の推移についてみる

（表１０参照）。

まず、現在の新上五島町が合併するまでの第一期、第二期の合併の前ま

で、旧五町は特別養護老人ホームなど業務について一部事務組合で運営し

ていたものの、基本的には個別の旧町が保険者となり、介護保険を運営し

ていた。保険料についても、当時の各保険とも全国の平均的な保険料と比

較して高く、特に上五島町、新魚目町、有川町については特に高い。また

表１０ 保険料の推移

第一期�
（Ｈ１２－１４）

第二期
（Ｈ１５－１７）

第三期
（Ｈ１８－２０）

第四期�
（Ｈ２１－２３）

�／�

全国平均 ２，９１１ ３，２９３ ４，０９０ ４，２７０ １．４７

長崎県平均 ３，０９３ ３，５８９ ４，４１３ ４，３６４ １．４１

新上五島町 ３，３９６ ４，０５１ ４，６６０ ４，６６０ １．３７

若松町 ３，４８３ ３，２００

上五島町 ３，３００ ３，９００

新魚目町 ３，５００ ４，５００

有川町 ３，５００ ４，６００

奈良尾町 ３，１００ ３，５００

注）長崎県は各保険者の保険料の単純平均額。
新上五島町の第１期は各町の保険料を第１号保険者で加重平均を行ったもの。
第二期の保険料は不均一の保険料。新上五島町は２００４年（平成１６年）に合併
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第二期おいても県財政安定化基金から借り入れを受けていた新魚目町、有

川町は４，５００円と現在とほぼ変わらない保険料の水準であった。

第二期においては、平成１６年の合併による新上五島町の誕生後の保険料

は不均一で旧町により１，０００円以上の差があった。そして第三期は、現在

と同じである４，６６０円に統一された。現在、新上五島町の第１号保険者の

保険料基準額は、第四期も４，６６０円である。この４，６６０円という値は、第四

期の県内保険者（江迎町、鹿町町を含む）の同保険料の単純平均が４，５８９

円であることから県内における保険料の水準は平均的な水準であるものの、

第四期における全国の加重平均が４，１６０円であることから全国な水準から

表１１ 長崎県内保険者の第四期保
険料

（１号基準、円）

保険者 金額

長崎市 ４，９５７

佐世保市 ４，８２８

諫早市 ４，３００

大村市 ４，１３０

平戸市 ４，０００

松浦市 ４，７５０

対馬市 ４，５００

壱岐市 ３，８００

五島市 ５，２９８

西海市 ４，４１７

長与町 ５，０００

時津町 ５，６９６

東彼杵町 ４，０３２

川棚町 ４，５００

波佐見町 ３，４００

小値賀町 ３，４６０

江迎町 ５，７５０

鹿町町 ４，７６０

佐々町 ５，３２５

新上五島町 ４，６６０

島原地域広域市町村圏組合 ４，８１３

（資料）厚生労働省 H.P.より作成。
現在、江迎町、鹿町町は市町村合併によ
り、佐世保市となった。
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みると平均より高い。また、県内の離島の保険者と比較しても、五島市を

除き、保険料は高い値となっている（表１１参照）。

また、若松町、奈留尾町にとっては、３割以上の増加したこととなる。

� 保険料と介護特別会計

次に、保険料については、各保険者における介護保険事業特別会計保険

事業勘定（歳入）に占める１号被保険者の保険料に注目する。この介護特

表１２ 介護保険特別会計（保険事
業勘定、歳入）に占める保
険料の割合

％

全国 １８．７７

長崎県 １７．３９

長崎市 １８．６０

佐世保市 １６．８４

諫早市 １７．８２

大村市 １９．４７

平戸市 １７．５９

松浦市 １５．５４

対馬市 １５．５０

壱岐市 １４．１５

五島市 １４．０９

西海市 １５．５５

長与町 ２０．４２

時津町 １９．５２

東彼杵町 １４．９０

川棚町 １８．３０

波佐見町 １６．９８

小値賀町 １２．９０

江迎町 １５．２２

鹿町町 １７．５４

佐々町 １７．９２

新上五島町 １４．９９

島原地域広域市町村圏組合 １７．２５

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保
険事業状況報告（年報）』「保険者
別介護保険特別会計経理状況 保
険事業勘定－（歳入）－」を利用。
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別会計に占める保険料の割合が高いということは、当該の保険者区域内で

の１号被保険者の経済的基盤が安定的であり、当該の保険者の介護保険財

政の安定性につながる。逆に低い場合は、第二号被保険者からの移転的な

保険料の割合が高いということになる。一般に、各保険者における保険料

の割合は、平成２０年度全国計において１８．７７％と、約１９％とされている。

そこで、新上五島町を含む県内各保険者の介護保険特別会計（歳入）にお

ける保険料の割合（表１２参照）は、長崎県平均で１７．３９％であるの対して、

新上五島町は１４．９９％と特別会計の歳入に占める保険料の割合は低い。

介護保険における保険料については、保険料基準額以外に被保険者の所

得の状況により、通常、６段階に分かれ４）、所得状況に応じて保険料を負

担しており、世帯に住民税納付者がいないようなケースにおいては保険料

の軽減を行っている（表１３参照）。そのため、第一段階から第三段階まで

の負担軽減となっている被保険者の割合が多いケースでは、歳入に占める

保険料収入の割合が低下することが予想される。実際に、表１４は新上五島

町などについて、保険者別所得段階別の第１号被保険者数の割合を示した

ものである。新上五島町における第一段階から第三段階までの被保険者人

数の割合は、４８．６０％と長崎県の全体の値より１０ポイント以上高い値となっ

ている。他方で、第四段階および第五段階及び第六段階以上の値について

は、県の値より低い値となっている。

表１３ 保険料算定に関する基準（概要）

負担割合 対象者

所
得
段
階
区
分

第１段階 ０．５
生活保護の受給者、市町村民税世帯非課税で老齢福祉年金の受給
者

第２段階 ０．６
市町村民税世帯非課税で、課税年金収入額と合計所得金額の合計
額が８０万円以下の者

第３段階 ０．７５ 市町村民税世帯非課税で、第２段階対象者以外の者

第４段階 １
世帯の誰かに市町村民税が課税されているが、本人は市町村民税
非課税の者

第５段階 １．２５ 市町村民税本人課税者のうち、合計所得金額が２００万円未満の者

第６段階 １．５ 市町村民税本人課税者のうち、合計所得金額が２００万円以上の者

新上五島町における介護保険運営の現状と課題
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このような第一段階から第三段階の被保険者の人数を引き下げるといっ

た課題は、行政が直接対応しにくいものの、このような状態が継続すれば、

さらなる保険料の引き上げ等といった対応に直面することが予想される。

� 新上五島町における各種介護サービスの現状

１ 居宅介護（介護予防）サービスに関する分析

ここまでみてきたように、介護保険の運営において、居宅介護（介護予

防）サービスは、介護受給者の最大にシェアを有し、介護財政上において

も重要なサービスといえる。また、居宅介護サービスについては、その主

な供給主体である民間事業者の参入等の問題があり、条件不利地域などで

は、一部居宅サービス供給について地域間で格差が存在する可能性が考え

られる。

そこで、新上五島町における居宅介護サービスの現状について以下で述

べる。

� 受給者の割合の推移

図２は、第１号被保険者１００人あたりの居宅介護受給者（当年度累計）

と介護別の実人数を示したものである。

まず１号被保険者１００人あたりの居宅介護サービス受給者の人数（図中

右縦軸）については、長崎県内における保険者の平均値より低いものの、

新上五島町の値については、ほぼ全国の値と同程度である。ただ、平成１８

表１４ 保険料に関する１号被保険者の構成比
（％）

第１段階～
第３段階

第４段階
第５段階～
第６段階以上

全国計 ２９．５３ ３２．１３ ３８．３３

長崎県 ３７．８６ ３１．０５ ３１．０９

新上五島町 ４８．６０ ２５．９１ ２５．４９

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年
報）』「保険者別所得段階別第１号被保険者数（当年
度末現在）」より作成。
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受給者人数 

 
および 
経過的 

図２ 居宅介護利用者の推移（人）

注）「要支援」については、平成１８年度以降「経過的要介護」に加算した。
（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』「保険者別保

険給付 介護給付・予防給付 第１号被保険者分」各年度版を利用。

年度に地域密着型介護サービスが導入されると居宅介護サービスの受給者

は減少している。また、町村合併以前の平成１５年度値として、若松町６５．３６

人、上五島町１２０．７１人、新魚目町１２７．８６人、有川町１０６．８９人、奈良尾町６７．７５

人と旧町でかなりの相違が存在した。ただこれは旧町の高齢化率と関係が

あると思われる（表２参照）。

また受給者人数（累積）（図中左縦軸）は、平均８，０００人程度大きな変化

はなく、平成１８年度に減少がみられたものの、その後緩やかに増加してい

る。

� 各種居宅介護サービスの給付割合

居宅介護（介護予防）サービスの給付費用について、各居宅介護（介護

予防）サービスの給付額のシェアをとったものが表１５となる。ここで、新

上五島町の特徴としては、新上五島町では「通所サービス」や「短期入所

サービス」の志向が強く、逆に「訪問サービス」については相対的にあま
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り利用されていない傾向がみられる。特に、通所サービスについては、居

宅介護サービス費用の５３．５８％と半数以上の値となっている。また短期入

所サービスの構成比の高さも県内の他の保険者と比較しても高い。また逆

に、訪問サービスの構成比は県内でも低い水準にある。さらに「特定施設

入居者生活介護」は全国、県内と比較しても極端に低い割合となっている。

郡部において、訪問型の介護サービスの利用が低いのは、１次産業従事

者は、他人を自宅に入れることを嫌う傾向がみられる５）との考えもある。

しかし、同じ離島の五島市や郡部の鹿町町でも、訪問サービスの割合は高

表１５ 居宅介護サービス費用の構成比
（％）

訪問
サービス

通所
サービス

短期入所
サービス

福祉用具・
住宅改修
サービス

特定施設
入居者
生活介護

介護予防
支援・居宅
介護支援

全国計 ２６．３４ ３９．７９ １０．０５ ６．５６ ７．７２ ９．５４

長崎県 ２１．３０ ４９．０４ ８．７５ ５．１０ ６．２５ ９．５６

長崎市 ２９．６４ ４３．０１ ７．７７ ５．４３ ４．３８ ９．７７

佐世保市 １７．３５ ４７．３２ ７．７２ ４．９７ １３．２０ ９．４４

諫早市 １５．１２ ５９．７３ ５．８１ ５．７１ ４．２７ ９．３７

大村市 ２２．９８ ５４．３０ ６．４２ ４．７９ ３．５９ ７．９３

平戸市 ２５．１５ ３８．３２ １４．４６ ５．１１ ７．３８ ９．５９

松浦市 １２．５１ ５６．８９ １３．１３ ２．９０ ５．５２ ９．０５

対馬市 １０．７２ ４１．１７ ２０．１５ ４．９６ １３．３４ ９．６６

壱岐市 １８．９８ ４７．８９ １１．００ ７．５９ ３．９９ １０．５５

五島市 ２８．３５ ４１．１０ １１．８７ ４．８３ ３．７４ １０．１１

西海市 １６．６５ ５７．７２ １０．１９ ４．１７ ０．６３ １０．６４

長与町 １８．０９ ５８．４５ ８．１３ ４．４４ ２．０６ ８．８４

時津町 １６．４６ ５９．０１ １１．０８ ４．２７ ０．６１ ８．５７

東彼杵町 ９．９２ ５７．６８ ６．８５ ６．００ ９．７１ ９．８４

川棚町 １２．８８ ６２．１５ ６．３４ ４．９０ ４．９０ ８．８４

波佐見町 １４．１４ ５４．３１ １２．２４ ６．６９ ３．３３ ９．２９

小値賀町 １０．０９ ４８．７２ ２５．６４ ２．７１ １．９５ １０．８９

江迎町 １３．０８ ５３．３９ ８．５３ ２．９０ １１．３０ １０．８０

鹿町町 ２１．９４ ４４．４４ ６．０５ ３．２８ １４．２３ １０．０６

佐々町 １４．１９ ４９．４５ １２．０２ ４．２９ １１．２９ ８．７６

新上五島町 １３．２６ ５３．５８ １７．５３ ４．２２ ０．８５ １０．５６

島原地域広域市町村圏組合 １３．２８ ５８．１１ ６．９４ ４．６０ ７．６２ ９．４７

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
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受給者人数 

 
および 

いことから、そのような慣習的なものだけでなく、介護ヘルパーの不足な

どが影響しているものと思われる。

２ 地域密着型（介護予防）サービスに関する分析

それまでの居宅介護、施設介護サービスに加えて、平成１８年度から、地

域密着型サービスが導入された。この地域密着型サービスは、認知症高齢

者や一人ぐらしの高齢者に対して、高齢者ができるだけ住み慣れた地域で

生活が継続できるようにとの意図で導入された。具体的なサービスとして、

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活

介護などがあり、高齢者を住み慣れた地域で支援することを主な目的とし

ている。

加えて、地域における介護予防マネジメントや総合相談、権利擁護など

を担う中核機関として、地域包括センターが設立された。

新上五島町の地域密着型介護サービスについて、その受給者数は年々増

加している。この受給者人数を第１号被保険者１００人あたりで見たものが

図３ 地域密着型介護サービスの推移（人）

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
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表１６ 地域密着型サービスにおける一人あたりの給付額の
推移

（円）

年度 平成１８ 平成１９ 平成２０

第１号被保険者

１人当たり給付額

全国計 １２，８６７ １５，９８５ １７，７４０

長崎県 ３３，７４１ ３８，８０８ ４０，１３５

新上五島町 ３１，７０４ ４１，５３７ ４２，４４０

受給者１人当た

り給付額

全国計 ２０１，２８５ １９９，６６６ １９７，１３２

長崎県 ２２１，１５０ ２２０，７０６ ２１７，７３１

新上五島町 ２１６，６４２ ２１３，６６４ ２１２，１４５

（資料）厚生労働省『介護保険事業状況報告（年報）、各年度』

図３であるが、新上五島町の値は、全国、長崎県の値より高く、介護サー

ビスが利用しやすい状況にあると思われる（図中右軸）。

また、支援・介護度別受給者人数（左軸）をみると、介護度３の割合が

最も高い。重度の利用者の割合が年々高くなり、介護度３以上の利用者は、

平成１８年度が４１．０８％であったのが、平成２０年度には５４．９１％と１０％ポイン

ト以上の増加がみられる。

このような、重度の利用者の増加などにより、第１号被保険者一人あた

りの給付額については、この３年度の間で３割程度増加している。６）他方

で、受給者一人あたりの給付額については、受給者人数の増加が影響して

全国、長崎県同様減少傾向にある。（表１６参照）

新上五島町で地域密着型介護サービスとして給付されているサービスに

ついては、「認知症対応型通所介護」、「小規模多機能型居宅介護」、「認知

症対応型共同生活介護」の３つしかない。このうち最も高い割合を占めて

いるのが、「認知症対応型共同生活介護」であり、その割合は平成２０年度

で７８．７１％である。利用者のニーズ、供給主体の参入などの問題があるが、

介護サービスの多様を実現するためには、行政も含めてサービスの多様化

を推進する必要が求められる。（表１７参照）
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３ 施設介護サービスに関する分析

施設介護サービスは以前に述べたように居宅介護サービスに比べ一人あ

たりの費用は高額である。また、多くの保険者で介護施設は「入所待ち」

の状態である。

新上五島町の施設介護サービスの受給者の人数は、年間約４，３００人程度

で近年微減している。平成１５年度以来、施設別では、介護老人保健施設は

若干増加しているものの、介護老人福祉施設と介護療養型医療施設につい

てはやや減少の傾向がみられる。減少の人数としては介護老人福祉施設が

多いものの、介護療養型医療施設は国の政策も影響してか、４割程度減少

している。（図４参照）

また、図４中の折れ線グラフで示されるように、第１号被保険者１００人

に対する施設介護受給者数は、５６．３９人と全国計、長崎県と比較しても高

い傾向がみられる。合併の平成１５年度における旧町別に同じ値についてみ

ても、若松町５３．６３人、上五島町４７．９６人、新魚目町６８．２３人、有川町７１．３１

人、奈良尾町４９．０５人とそれぞれ全国計の３３．７２人より高い値であり、また

旧町間でも２０ポイント以上の相違がみられた。このうち旧新魚目町や旧有

川町は、保険料も高く、当時県安定化基金より借り入れが行われていた。

他方、各保険者における第１号被保険者に該当する６５歳以上の人口と各

地区に存在する介護施設の定員を１０００人あたりで比較したものが表１８であ

る。新上五島町には、人口に対する定員数は高く、県内の平均より１０ポイ

ント以上高い値である。７）また、新上五島町でも、特別養護老人ホームで

表１７ 地域密着型介護給付額の構成比
（％）

認知症対応型
通所介護

小規模多機能
型居宅介護

認知症対応型
共同生活介護

平成１８年度 ２．５９ ４．５０ ９２．９０

平成１９年度 ７．４８ １２．６５ ７９．８８

平成２０年度 ９．２０ １２．０９ ７８．７１

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年
報）』
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受給者人数 

１５８人、介護老人保健施設で２４名の待機者が存在する。８）

介護施設のうち介護老人福祉施設は旧町で各１か所の施設が存在するも

のの、介護老人福祉施設は町全体２か所で鯛ノ浦郷（有川町）と浦桑郷（新

魚目町）と現在の町内の南部地域には存在しない。また、施設介護サービ

スではないが、グループホームは旧上五島町（青方郷、今里郷、奈摩郷）

と旧有川町（鯛ノ浦郷に二か所）と立地が集中しているので、介護施設の

空間上の格差が存在する。そのため、バスなどの地域間の交通網整備が必

要になる。

４ 地域支援事業

新上五島町では、町独自に地域支援事業として、「介護用品の支給」、「介

図４ 施設介護サービスの推移（人）

（資料）厚生労働省『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』
注：棒グラフは利用者人数左軸を参照、折れ線グラフは第１号被保険者１００人

あたり施設介護利用者の人数で右軸参照。
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護慰労金の支給」、「成年後見制度利用支援」、「福祉用具・住宅改修支援」

や「配食サービス」を実施している。

これらに加えて、今年から、高齢者の声かけや見守りのために「高齢者

見守りネット」を発足させた。これは、宅配、配食業、郵便局など、見守

り協力機関に登録された事務所・団体の関係者から、業務で高齢者宅を訪

問した際に、「声かけ」や「見守り」をし、気づきや異常があれば、役場、

消防や警察に相談や通報を行うものである。現在、９０事務所・団体がネッ

表１８ 各施設定員と第１号被保険者１，０００人あたりの割合
（平成２２年１２月１日現在、人）

特別養護老人
ホーム

養護老人
ホーム

老人保健施設
認知症グルー
プホーム

長崎市 １４．５８ ３．５１ １１．８３ ８．７９

佐世保市 １６．８５ ４．２５ １１．６１ １３．７５

諫早市 １４．７０ ６．３９ １１．５７ ９．９２

大村市 １２．４２ ２．７６ １１．０４ １３．４２

平戸市 １７．３０ ４．３３ １７．１３ ４．６７

松浦市 ２１．３０ ６．６６ １０．６５ １６．７８

対馬市 ２２．７９ １０．９０ １５．８６ ７．１４

壱岐市 １７．１９ １１．８２ １７．１９ ０．９７

五島市 ２５．７１ ７．４３ １４．８６ ２１．８５

西海市 ２２．６４ ４．９９ ８．９７ １７．９５

長与町 １２．４３ ０．００ １２．４３ １２．３１

時津町 ９．１２ ０．００ １８．２４ ２２．４４

東彼杵町 １８．１２ １８．１２ ３６．２５ １５．２２

川棚町 １６．２０ ０．００ ０．００ １４．５８

波佐見町 １２．８８ ０．００ ０．００ １３．９１

小値賀町 ３３．２０ ０．００ ０．００ ７．４７

佐々町 １６．８６ ０．００ ２６．９７ １５．１７

新上五島町 ２６．３５ ６．７６ ２１．６２ １２．１６

島原地域広域市町村圏組合 １７．４０ ７．０７ １３．４１ ２１．９８

市計 １６．５５ ５．１２ １２．３９ １２．４４

郡計 １６．７９ ２．８２ １５．２４ １４．５６

県計 １６．５７ ４．９０ １２．６６ １２．６４

（資料）・長崎県『長崎県老人保健福祉関係基礎資料』「０７ 特別養護老人ホーム等施設数・
定員数」。

・第１号被保険者人数は、『平成２０年度 介護保険事業状況報告（年報）』の人数を
利用した。
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図５ 新上五島見守りネットワーク図

（資料）新上五島町提供資料

トワークに参加している（図５参照）。９）

また、新上五島町における地域包括センターは直営方式で１つ設置され

ている。地域包括センターは、地域の介護サービスに密着することが目的

とされているため、ブランチ、サブセンターを含め一層の整備が必要とな

ると思われる。

むすびにかえて

新上五島町は、今まで以上に高齢化の進展が予想されるとともに、町の

財政については、合併による地方交付税の算定替えなどにより、一層の財

政の効率化が求められる状況になる。

そのようななかで、新上五島町の介護保険は、施設介護の利用割合が高

く、居宅介護サービスの利用者は相対的に少ない。これは、高齢者又は高
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齢者のみ世帯の増加やサービス事業者の不足が影響したものと思われる。

特に、居宅サービスについては、重度の利用者が少なく、そのことが施設

介護利用者の増大に影響していることが予想される。施設介護サービスは

他の介護サービスに比べ高コストであるため、今後、町の介護財政を逼迫

させる危険性とともに、低所得者の保険料の問題も加わり、さらに保険料

が上昇する危険性がある。

そこで、重度者の介護利用者が安心して居宅介護を利用できるためには、

安心で低コストの２４時間の居宅介護システム確立が必要となる。

そのためには、長野県栄村で実施されている「げたばきヘルパー」は非

常に参考となるシステムといえる。このげたばきヘルパーは、村が補助な

ど行い地域住民に介護ヘルパーの資格を取らせ、村内に多くの介護ヘル

パーの有資格者を増やし、その介護ヘルパーを活用することで、２４時間の

居宅介護を実現することである。また、介護ヘルパーも近くの被保険者を

介護することで、移動に対する負担は少なく、農閑期等の現金収入を確保

することにもなる。

新上五島町では、現在でも地域のつながりは強く、かつ島内住民にとっ

ては現金収入の確保の手段となる。そこで、新上五島町でも、町民の介護

ヘルパーの資格取得を促進させるとともに、有資格者の組織化を促すこと

で、より安心して自宅で介護を受ける高齢者が増加するものと思われる。

注

１）居宅介護（介護予防）サービス、地域密着型介護（介護予防）サービスは、以下、介護予

防は記載しないが、特に断りがない場合、それぞれ介護予防も含む。

２）国立社会保障・人口問題研究所の H.P.のうち「『日本の市区町村別将来推計人口』（平成２０

年１２月推計）について」より「市区町村別男女５歳階級別データ」のうち新上五島町のデー

タを利用した。

３）ここでの給付は、「特定入居者」、「高額介護」を除いた値である。また以下の給付費、件

数についても「特定入居者」、「高額介護」を除いた値を利用している。

４）保険者によっては６段階以上に分類している自治体もある。

５）畠山 輝雄「高齢化山間地域における介護保険サービス供給の現状と課題－群馬県利根沼
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田地域の事例－」『日本地域政策研究』日本地域政策学会編，２００６年３号，p．１３６．

６）ただし平成１８年度は平成１８年４月から１９年２月までの１１か月である。

７）全国６５歳以上人口と介護老人福祉施設及び介護老人保健施設の定員の合計の割合はそれぞ

れ１４．３６人と１０．９２人である。

８）新上五島町でのヒアリング調査での数値。

９）長崎新聞社、『長崎新聞』２０１１年３月４日。

＊本論文は、法人プロジェクト『しまの健康を守ろう－上五島活き活プロジェクト』の報告書

をもとに作成した。
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